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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　地震の震動の波形データである地震動波形データを前記波形の各部分に対応する時刻の
データである経過時刻データとともに検出する地震センサと、前記地震動波形データと経
過時刻データに基づいて、前記地震の震源までの距離である震源距離と、前記地震の規模
を表す指標値であるマグニチュードを含む情報である地震情報を推定演算する地震計コン
ピュータを有する地震計装置を複数個、有線又は無線の第１回線で、中央コンピュータを
有する中央処理装置にそれぞれ接続し、かつ、前記地震に対応する制御を行う地震対策処
置制御装置を、有線又は無線の第２回線で前記複数個の地震計装置の各々に接続して構成
される地震情報ネットワークシステムであって、
　地震が発生した場合に、前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置の
地震計コンピュータは、前記推定演算によって求められた当該地震計装置と前記地震の震
源との間の震源距離と、当該地震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該地震計装置
及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算し、
　前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置である第１地震計装置は、
発生した地震について推定演算した前記地震被害指標値が、前記複数個の地震計装置のう
ち前記第１地震計装置以外の他の一つの地震計装置である第２地震計装置にも地震被害を
与え得る場合の判別値である第１地震被害判別値を超えたときには、前記第１地震計装置
が推定演算した地震情報を、前記第１地震計装置と前記中央処理装置を結ぶ前記第１回線
を通じて前記中央処理装置に送信し、前記中央処理装置は、前記第２地震計装置との間の
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前記第１回線を通じて前記地震情報を前記第２地震計装置に送信し、
　前記第２地震計装置の地震計コンピュータは前記地震情報に基づいて前記地震が前記第
２地震計装置及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算する
こと
　を特徴とする地震情報ネットワークシステム。
【請求項２】
　請求項１記載の地震情報ネットワークシステムにおいて、
　前記中央処理装置は、情報記憶容量の値が第１記憶容量値以上である多量情報蓄積装置
を有し、
　地震が発生した場合に、前記中央コンピュータは、前記複数個の地震計装置の地震計コ
ンピュータ相互間で送受信される前記地震情報の情報量を検出し、いずれかの地震計コン
ピュータであるオーバーフロー地震計コンピュータがその単位時間当たりの情報処理能力
の上限値を超えた場合には、当該オーバーフロー地震計コンピュータが送受信するすべて
の地震情報を一時蓄積地震情報として前記多量情報蓄積装置に一時的に蓄積させ、前記一
時蓄積地震情報の情報量が前記オーバーフロー地震計コンピュータの情報処理能力の範囲
内となった場合には、前記一時蓄積地震情報を前記オーバーフロー地震計コンピュータに
配信すること
　を特徴とする地震情報ネットワークシステム。
【請求項３】
　請求項１記載の地震情報ネットワークシステムにおいて、
　前記地震対策処置制御装置は、鉄道線路又は道路を含む交通路を走行する鉄道列車若し
くは自動車を含む陸上交通移動体に、地震が発生した旨の情報、又は停止すべき旨の情報
、又は迂回すべき旨の情報、若しくは引き返すべき旨の情報を報知又は伝送する交通情報
装置の前記情報報知動作又は情報伝送動作を制御すること
を特徴とする地震情報ネットワークシステム。
【請求項４】
　請求項１記載の地震情報ネットワークシステムにおいて、
　前記地震対策処置制御装置は、光の色又は断続の静的又は動的パターン、又は音の周波
数又は断続の静的又は動的パターン、若しくは既録音又は人工合成音声により地震警報を
報知する警報装置を制御すること
　を特徴とする地震情報ネットワークシステム。
【請求項５】
　請求項１記載の地震情報ネットワークシステムにおいて、
　前記地震対策処置制御装置は、病院を含むライフライン施設において自家発電装置を始
動させるよう制御すること
　を特徴とする地震情報ネットワークシステム。
【請求項６】
　請求項１記載の地震情報ネットワークシステムにおいて、
　前記地震対策処置制御装置は、構造物又は建築物のアクティブ・マス・ダンパーのアク
チュエータを始動させるよう制御すること
　を特徴とする地震情報ネットワークシステム。
【請求項７】
　地震の震動の波形データである地震動波形データを前記波形の各部分に対応する時刻の
データである経過時刻データとともに検出する地震センサと、前記地震動波形データと経
過時刻データに基づいて、前記地震の震源までの距離である震源距離と、前記地震の規模
を表す指標値であるマグニチュードを含む情報である地震情報を推定演算する地震計コン
ピュータを有する地震計装置を複数個、有線又は無線の第１回線で、中央コンピュータを
有する中央処理装置にそれぞれ接続し、かつ、前記地震に対応する制御を行う地震対策処
置制御装置を、有線又は無線の第２回線で前記複数個の地震計装置の各々に接続して構成
される地震情報ネットワークシステムを用い、
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　地震が発生した場合に、前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置の
地震計コンピュータに、前記推定演算によって求められた当該地震計装置と前記地震の震
源との間の震源距離と、当該地震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該地震計装置
及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算させ、
　前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置である第１地震計装置に、
発生した地震について推定演算した前記地震被害指標値が、前記複数個の地震計装置のう
ち前記第１地震計装置以外の他の一つの地震計装置である第２地震計装置にも地震被害を
与え得る場合の判別値である第１地震被害判別値を超えたときには、前記第１地震計装置
が推定演算した地震情報を、前記第１地震計装置と前記中央処理装置を結ぶ前記第１回線
を通じて前記中央処理装置へ送信させ、前記中央処理装置に、前記第２地震計装置との間
の前記第１回線を通じて前記地震情報を前記第２地震計装置へ送信させ、
　前記第２地震計装置の地震計コンピュータに、前記地震情報に基づいて前記地震が前記
第２地震計装置及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算さ
せること
　を特徴とする地震情報の伝達処理方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、中央処理装置と複数個の地震計装置を回線で接続した地震情報ネットワーク
システム、及びこのネットワークシステムを用いた地震情報の伝達処理方法に関するもの
である。
【背景技術】
【０００２】
　従来、中央コンピュータを有する中央処理装置と、複数個の地震計装置と、地震計装置
に対応して設けられ地震に対応する制御を行う地震対策処置制御装置を回線で接続した地
震情報ネットワークシステムが公知である（例えば、特許文献１参照）。従来の地震情報
ネットワークシステムでは、ある地震計装置において検出された震動波形データが、所定
のしきい値を超えた場合には、「その地震の震動が、所定のしきい値を超えた」旨の地震
警報が、地震計装置に接続されている地震対策処置制御装置に伝達された。これにより、
地震警報を受けた地震対策処置制御装置は、例えば、鉄道信号機に停止信号を現示させて
列車を停止させる、等の地震対策処置を行っていた。
【０００３】
　しかしながら、地震の規模が大きくなると、１つの地震計装置と地震対策処置制御装置
からなる系統（以下、「地震計・対策処置系統」という。）だけでなく、複数の地震計・
対策処置系統にまたがる広い範囲の大きな震動を及ぼすことがある。このような場合には
、個々の地震計・対策処置系統内での地震対策だけでなく、より広範囲でかつより迅速な
地震対策が必要となる。このため、これらの問題に対処し得る地震情報ネットワークシス
テムの開発が要請されていた。
【特許文献１】特開２００４－１８００４８号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は上記の問題を解決するためになされたものであり、本発明の解決しようとする
課題は、個々の地震計・対策処置系統内での地震対策を超えたより広範囲でかつより迅速
な地震対策の実施が可能な地震情報ネットワークシステムを提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　上記課題を解決するため、本発明の請求項１に係る地震情報ネットワークシステムは、
地震の震動の波形データである地震動波形データを前記波形の各部分に対応する時刻のデ
ータである経過時刻データとともに検出する地震センサと、前記地震動波形データと経過
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時刻データに基づいて、前記地震の震源までの距離である震源距離と、前記地震の規模を
表す指標値であるマグニチュードを含む情報である地震情報を推定演算する地震計コンピ
ュータを有する地震計装置を複数個、有線又は無線の第１回線で、中央コンピュータを有
する中央処理装置にそれぞれ接続し、かつ、前記地震に対応する制御を行う地震対策処置
制御装置を、有線又は無線の第２回線で前記複数個の地震計装置の各々に接続して構成さ
れる地震情報ネットワークシステムであって、
　地震が発生した場合に、前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置の
地震計コンピュータは、前記推定演算によって求められた当該地震計装置と前記地震の震
源との間の震源距離と、当該地震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該地震計装置
及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算し、
　前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置である第１地震計装置は、
発生した地震について推定演算した前記地震被害指標値が、前記複数個の地震計装置のう
ち前記第１地震計装置以外の他の一つの地震計装置である第２地震計装置にも地震被害を
与え得る場合の判別値である第１地震被害判別値を超えたときには、前記第１地震計装置
が推定演算した地震情報を、前記第１地震計装置と前記中央処理装置を結ぶ前記第１回線
を通じて前記中央処理装置に送信し、前記中央処理装置は、前記第２地震計装置との間の
前記第１回線を通じて前記地震情報を前記第２地震計装置に送信し、
　前記第２地震計装置の地震計コンピュータは前記地震情報に基づいて前記地震が前記第
２地震計装置及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算する
ことを特徴とする。
【０００７】
　また、本発明の請求項２に係る地震情報ネットワークシステムは、
　請求項１記載の地震情報ネットワークシステムにおいて、
　前記中央処理装置は、情報記憶容量の値が第１記憶容量値以上である多量情報蓄積装置
を有し、
　地震が発生した場合に、前記中央コンピュータは、前記複数個の地震計装置の地震計コ
ンピュータ相互間で送受信される前記地震情報の情報量を検出し、いずれかの地震計コン
ピュータであるオーバーフロー地震計コンピュータがその単位時間当たりの情報処理能力
の上限値を超えた場合には、当該オーバーフロー地震計コンピュータが送受信するすべて
の地震情報を一時蓄積地震情報として前記多量情報蓄積装置に一時的に蓄積させ、前記一
時蓄積地震情報の情報量が前記オーバーフロー地震計コンピュータの情報処理能力の範囲
内となった場合には、前記一時蓄積地震情報を前記オーバーフロー地震計コンピュータに
配信することを特徴とする。
【０００８】
　また、本発明の請求項３に係る地震情報ネットワークシステムは、請求項１記載の地震
情報ネットワークシステムにおいて、前記地震対策処置制御装置は、鉄道線路又は道路を
含む交通路を走行する鉄道列車若しくは自動車を含む陸上交通移動体に、地震が発生した
旨の情報、又は停止すべき旨の情報、又は迂回すべき旨の情報、若しくは引き返すべき旨
の情報を報知又は伝送する交通情報装置の前記情報報知動作又は情報伝送動作を制御する
ことを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明の請求項４に係る地震情報ネットワークシステムは、請求項１記載の地震
情報ネットワークシステムにおいて、前記地震対策処置制御装置は、光の色又は断続の静
的又は動的パターン、又は音の周波数又は断続の静的又は動的パターン、若しくは既録音
又は人工合成音声により地震警報を報知する警報装置を制御することを特徴とする。
【００１０】
　また、本発明の請求項５に係る地震情報ネットワークシステムは、請求項１記載の地震
情報ネットワークシステムにおいて、前記地震対策処置制御装置は、病院を含むライフラ
イン施設において自家発電装置を始動させるよう制御することを特徴とする。
【００１１】
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　また、本発明の請求項６に係る地震情報ネットワークシステムは、請求項１記載の地震
情報ネットワークシステムにおいて、前記地震対策処置制御装置は、構造物又は建築物の
アクティブ・マス・ダンパーのアクチュエータを始動させるよう制御することを特徴とす
る。
【００１２】
　また、本発明の請求項７に係る地震情報の伝達処理方法は、
　地震の震動の波形データである地震動波形データを前記波形の各部分に対応する時刻の
データである経過時刻データとともに検出する地震センサと、前記地震動波形データと経
過時刻データに基づいて、前記地震の震源までの距離である震源距離と、前記地震の規模
を表す指標値であるマグニチュードを含む情報である地震情報を推定演算する地震計コン
ピュータを有する地震計装置を複数個、有線又は無線の第１回線で、中央コンピュータを
有する中央処理装置にそれぞれ接続し、かつ、前記地震に対応する制御を行う地震対策処
置制御装置を、有線又は無線の第２回線で前記複数個の地震計装置の各々に接続して構成
される地震情報ネットワークシステムを用い、
　地震が発生した場合に、前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置の
地震計コンピュータに、前記推定演算によって求められた当該地震計装置と前記地震の震
源との間の震源距離と、当該地震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該地震計装置
及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算させ、
　前記複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置である第１地震計装置に、
発生した地震について推定演算した前記地震被害指標値が、前記複数個の地震計装置のう
ち前記第１地震計装置以外の他の一つの地震計装置である第２地震計装置にも地震被害を
与え得る場合の判別値である第１地震被害判別値を超えたときには、前記第１地震計装置
が推定演算した地震情報を、前記第１地震計装置と前記中央処理装置を結ぶ前記第１回線
を通じて前記中央処理装置へ送信させ、前記中央処理装置に、前記第２地震計装置との間
の前記第１回線を通じて前記地震情報を前記第２地震計装置へ送信させ、
　前記第２地震計装置の地震計コンピュータに、前記地震情報に基づいて前記地震が前記
第２地震計装置及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算さ
せることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明に係る地震情報ネットワークシステム、及びこのネットワークシステムを用いた
地震情報の伝達処理方法によれば、地震の震動の波形データである地震動波形データを波
形の各部分に対応する時刻のデータである経過時刻データとともに検出する地震センサと
、地震動波形データと経過時刻データに基づいて、地震の震源までの距離である震源距離
と、地震の規模を表す指標値であるマグニチュードを含む情報である地震情報を推定演算
する地震計コンピュータを有する地震計装置を複数個、有線又は無線の第１回線で、中央
コンピュータを有する中央処理装置にそれぞれ接続し、かつ、地震に対応する制御を行う
地震対策処置制御装置を、有線又は無線の第２回線で複数個の地震計装置の各々に接続し
て構成される地震情報ネットワークシステムを構成するようにしたので、地震が発生した
場合に、複数個の地震計装置のうちのいずれか一つの地震計装置の地震計コンピュータは
、推定演算によって求められた当該地震計装置と地震の震源との間の震源距離と、当該地
震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該地震計装置及びその近傍に及ぼす地震被害
の程度を示す地震被害指標値を推定演算することができる、という利点を有している。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１４】
　以下に説明する実施例は、地震の地震動波形データを経過時刻データとともに検出する
地震センサと、地震動波形データ等に基づいて震源距離と地震のマグニチュードを含む地
震情報を推定演算する地震計コンピュータを有する地震計装置Ａ1等を複数個、第１回線
ＷＡ1等で、中央コンピュータを有する中央処理装置１０に接続し、地震対策処置制御装
置Ｂ1等を、第２回線ＷＡ1等で複数個の地震計装置Ａ1等に接続して地震情報ネットワー
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クシステム１０１を構成した物であり、地震が発生時に地震計コンピュータは、推定演算
で得た震源距離と当該地震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該地震計装置Ａ1等
と近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定演算することができ、本発明
を実現するための構成として最良の形態である。
【実施例１】
【００１５】
　以下、本発明の第１実施例について、図面を参照しながら説明する。図１は、本発明の
第１実施例である地震情報ネットワークシステム１０１の全体構成を示す図である。また
、図２は、本発明の第１実施例である地震情報ネットワークシステム１０１における地震
計装置と中央処理装置のさらに詳細な構成を示すブロック図であり、図２（Ａ）は、ある
地震計装置Ａiのさらに詳細な構成を示すブロック図を、図２（Ｂ）は、中央処理装置１
０のさらに詳細な構成を示すブロック図を、それぞれ示している。
【００１６】
　図１に示すように、第１実施例の地震情報ネットワークシステム１０１は、中央処理装
置１０と、複数の地震計装置Ａ1～Ａnと、複数の地震対策処置制御装置Ｂ1～Ｂmを備えて
構成されている。ここに、ｎは自然数であり、ｍはｎ以下の自然数となっている。第１実
施例の地震情報ネットワークシステム１０１は、地震計装置Ａ1等を複数個、有線又は無
線の第１回線ＷＡ1等で、中央処理装置１０にそれぞれ電気的に接続し、かつ、一又は複
数の地震対策処置制御装置Ｂ1等を、有線又は無線の第２回線ＷＢ1等によって、複数個の
地震計装置Ａ1等の各々に接続して構成される。したがって、第１回線ＷＡ1等の本数はｎ
で、地震計装置Ａ1等の個数ｎと一致する。また、第２回線ＷＢ1等の本数はｍで、地震対
策処置制御装置Ｂ1等の個数ｍと一致する。
【００１７】
　図２（Ａ）に示すように、複数（ｎ個）の地震計装置Ａ1～Ａnのうちのある地震計装置
Ａiは、地震センサＳiと地震計コンピュータＣＡiを有している。ここに、地震センサＳi

は、地震の震動の波形データ（以下、「地震動波形データ」という。）を波形の各部分に
対応する時刻のデータ（以下、「経過時刻データ」という。）とともに検出するセンサで
ある。また、地震計コンピュータＣＡiは、地震動波形データと経過時刻データに基づい
て、地震の震源までの距離（以下、「震源距離」という。）と、地震の規模を表す指標値
であるマグニチュードを含む情報である地震情報を推定演算する。
【００１８】
　また、図２（Ｂ）に示すように、中央処理装置１０は、中央コンピュータＣＣを有して
いる。なお、後述する他の実施例の地震情報ネットワークシステムにおける中央処理装置
１０の処理内容によっては、中央処理装置１０に、さらに多量情報蓄積装置Ｍが設けられ
、中央コンピュータＣＣに電気的に接続される。多量情報蓄積装置Ｍとは、通常のパーソ
ナル・コンピュータにおけるハードディスク装置よりも数十～数千倍も大きな記憶容量を
有する読出し可能な情報記録装置であり、例えば、通常のハードディスク装置を多数集積
して直列又は並列若しくは直並列に電気的接続するとともに記録情報の読出し又は書き込
みを制御する制御部（一種のコンピュータ）を有して構成される。
【００１９】
　また、図３に示すように、複数（ｍ個）の地震対策処置制御装置Ｂ1～Ｂmのうちのある
地震対策処置制御装置Ｂkは、地震対策処置コンピュータＣＢkを有している。また、地震
対策処置制御装置（例えばＢk）の地震対策処置コンピュータ（例えばＣＢk）は、第３回
線（例えばＷＣk）によって地震対策処置装置（例えばＴk）に電気的に接続されている。
【００２０】
　ここに、地震対策処置装置（例えばＴk）とは、具体的には、以下のような装置類を含
んでいる。例えば、鉄道線路又は道路を含む交通路を走行する鉄道列車若しくは自動車を
含む陸上交通移動体に、各種情報を報知又は伝送する交通情報装置である。この交通情報
装置は、鉄道線路又は道路の地上側に設けられてもよいし、陸上交通移動体の車内（例え
ば運転台又は車掌室など）に設けられてもよい。また、情報の報知は、何らかの画像表示
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装置（図示せず）に画像や文字等の視覚的情報として表示すること、何らかの音響発生装
置（図示せず）に音や録音音声又は人工合成音声等の聴覚的情報として表示することのい
ずれか一方又は両方を含んでいる。このような場合、地震時には、地震対策処置制御装置
（例えばＢk）の地震対策処置コンピュータ（例えばＣＢk）は、陸上交通移動体に、地震
が発生した旨の情報、又は陸上交通移動体が停止すべき旨の情報、又は陸上交通移動体が
迂回すべき旨の情報、若しくは陸上交通移動体が引き返すべき旨の情報を、交通情報装置
に報知又は伝送させるように、交通情報装置の情報報知動作又は情報伝送動作を制御する
。
【００２１】
　また、他の地震対策処置装置（例えばＴk）としては、警報装置が挙げられる。この警
報装置は、光を発生すること、あるいは音又は人工音声を発生することが可能となってい
る。このような場合、地震時には、地震対策処置制御装置（例えばＢk）の地震対策処置
コンピュータ（例えばＣＢk）は、警報装置に、光の色又は断続の静的又は動的パターン
、又は音の周波数又は断続の静的又は動的パターン、若しくは既録音又は人工合成音声に
より地震警報を報知する内容、方法等を制御する。
【００２２】
　また、他の地震対策処置装置（例えばＴk）としては、病院を含むライフライン施設に
おける自家発電装置が挙げられる。この自家発電装置は、電力を一時的に供給することが
できる装置である。このような場合、地震時には、地震対策処置制御装置（例えばＢk）
の地震対策処置コンピュータ（例えばＣＢk）は、自家発電装置に、作動を開始する（発
電し給電を開始する）ようにを制御する。
【００２３】
　また、他の地震対策処置装置（例えばＴk）としては、構造物又は建築物のアクティブ
・マス・ダンパーのアクチュエータが挙げられる。この構造物又は建築物のアクティブ・
マス・ダンパーのアクチュエータは、構造物又は建築物への地震の振動を抑制すること（
制振）ができる装置である。このような場合、地震時には、地震対策処置制御装置（例え
ばＢk）の地震対策処置コンピュータ（例えばＣＢk）は、構造物又は建築物のアクティブ
・マス・ダンパーのアクチュエータに、作動を開始する（制振を開始する）ようにを制御
する。
【００２４】
　上記のような構成により、本発明の第１実施例である地震情報ネットワークシステム１
０１は、以下のような作用を行う。
【００２５】
　地震が発生した場合に、複数個の地震計装置Ａ1～Ａnのうちのいずれか一つの地震計装
置（例えば地震計装置Ａi）の地震計コンピュータ（例えば地震計コンピュータＣＡi）は
、推定演算によって求められた当該地震計装置（例えば地震計装置Ａi）と地震の震源と
の間の震源距離と、当該地震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該地震計装置（例
えば地震計装置Ａi）及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推定
演算する。
【００２６】
　ここで、地震計コンピュータ（例えば地震計コンピュータＣＡi）は、地震被害指標値
に対する第１判別基準値を決定しておいて、図示しないＲＯＭ（読出し専用メモリ）等に
格納しておき、推定演算で得られた地震被害指標値が当該第１判別基準値を超えた場合に
は、「この地震は当該地震計装置（例えば地震計装置Ａi）及びその近傍に加害性を有す
る（レベル○○の地震被害を起こす）」と判別するようにプログラムしておくことも可能
である。
【実施例２】
【００２７】
　本発明は、上記した第１実施例の地震情報ネットワークシステム以外の構成によっても
実現可能である。以下に、本発明の第２実施例について、説明する。本発明の第２実施例
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である地震情報ネットワークシステムのハードウェアの構成は、図１～３と全く同様であ
る。異なるのは、中央処理装置１０の中央コンピュータＣＣの情報処理ソフトウェアと、
地震計コンピュータ（例えば地震計コンピュータＣＡi）の情報処理ソフトウェアが異な
る点である。
【００２８】
　以下、本発明の第２実施例の情報処理方法について、図１～３を参照しながら説明する
。
【００２９】
　複数個の地震計装置Ａ1～Ａnのうちのいずれか一つの地震計装置である第１地震計装置
（例えば地震計装置Ａ1）は、発生した地震について地震計コンピュータが推定演算した
地震被害指標値が、複数個の地震計装置Ａ1～Ａnのうち第１地震計装置（例えば地震計装
置Ａ1）以外の他の一つの地震計装置である第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）にも
地震被害を与え得る場合の判別値（以下、「第１地震被害判別値」という。）を超えたと
きには、第１地震計装置（例えば地震計装置Ａ1）の地震計コンピュータは、第１地震計
装置（例えば地震計装置Ａ1）の地震計コンピュータが推定演算した地震情報を、第１地
震計装置（例えば地震計装置Ａ1）と中央処理装置１０を結ぶ第１回線（例えば第１回線
ＷＡ1）を通じて中央処理装置１０の中央コンピュータＣＣに送信し、中央処理装置１０
の中央コンピュータＣＣは、第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）との間の第１回線
（例えば第２回線ＷＢ2）を通じて、地震情報を第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）
の地震計コンピュータに送信する。
【００３０】
　このように構成すれば、地震情報を受信した第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）
の地震計コンピュータは、第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）から地震の震源まで
の距離（以下、「震源距離」という。）を含む情報である地震情報を推定演算することが
できる。また、第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）の地震計コンピュータは、推定
演算によって求められた当該第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）と地震の震源との
間の震源距離と、当該地震のマグニチュードに基づき、当該地震が当該第２地震計装置（
例えば地震計装置Ａ2）及びその近傍に及ぼす地震被害の程度を示す地震被害指標値を推
定演算する。
【００３１】
　ここで、第２地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）の地震計コンピュータは、地震被害
指標値に対する第１判別基準値を決定しておいて、図示しないＲＯＭ（読出し専用メモリ
）等に格納しておき、推定演算で得られた地震被害指標値が当該第１判別基準値を超えた
場合には、「この地震は当該地震計装置（例えば地震計装置Ａ2）及びその近傍に加害性
を有する（レベル○○の地震被害を起こす）」と判別するようにプログラムしておくこと
も可能である。
【００３２】
　このようにして、本発明の第２実施例の地震情報ネットワークシステムにおいては、あ
る地震計装置が得た地震情報を、他の地震計装置にも転送することができるため、各地震
計装置の付近での地震被害予測を、より迅速に行うことができる、という利点を有してい
る。
【実施例３】
【００３３】
　本発明は、上記した第１、２実施例の地震情報ネットワークシステム以外の構成によっ
ても実現可能である。以下に、本発明の第３実施例について、説明する。本発明の第３実
施例である地震情報ネットワークシステムのハードウェアの構成は、図１～３と全く同様
である。異なるのは、中央処理装置１０の中央コンピュータＣＣの情報処理ソフトウェア
と、地震計コンピュータ（例えば地震計コンピュータＣＡi）の情報処理ソフトウェアが
異なる点である。
【００３４】
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　以下、本発明の第３実施例の情報処理方法について、図１～３を参照しながら説明する
。
【００３５】
　中央処理装置１０は、情報記憶容量の値が第１記憶容量値以上である多量情報蓄積装置
Ｍを有しており、地震が発生した場合に、中央コンピュータＣＣは、複数個の地震計装置
Ａ1～Ａnの地震計コンピュータの相互間で送受信される地震情報の情報量を検出し、いず
れかの地震計コンピュータ（以下、「オーバーフロー地震計コンピュータ」という。）が
、その単位時間当たりの情報処理能力の上限値を超えた場合には、中央コンピュータＣＣ
は、当該オーバーフロー地震計コンピュータが送受信するすべての地震情報を、一時蓄積
地震情報として、多量情報蓄積装置Ｍに一時的に蓄積させ、その後に一時蓄積地震情報の
情報量がオーバーフロー地震計コンピュータの情報処理能力の範囲内となった場合には、
中央コンピュータＣＣは、一時蓄積地震情報をオーバーフロー地震計コンピュータに配信
する。
【００３６】
　一般に、大規模地震の場合のように、地震被害範囲が広域にわたると予想されるような
場合には、複数個の地震計装置Ａ1～Ａnの地震計コンピュータの相互間で送受信される地
震情報の情報量は、莫大なものとなり、各地震計コンピュータの情報処理能力や記憶装置
の情報記憶容量、あるいは中央コンピュータの情報処理能力や記憶装置の情報記憶容量を
超過する場合もあり得る。そのような場合には、システムダウンを起こすこともあるが、
その際の地震計相互間で送受信しようとしていた地震情報は、その一部又は全部が失われ
るおそれがある。しかし、上記した第３実施例の地震情報ネットワークシステムのように
構成すれば、そのような情報の錯綜時においても、地震情報は、緊急避難対策として、多
量情報蓄積装置Ｍに一時的に蓄積されるので、地震情報が喪失することはない。
【００３７】
　なお、本発明は、上記した実施例に限定されるものではない。上記した実施例は、例示
であり、本発明の特許請求の範囲に記載された技術的思想と実質的に同一な構成を有し、
同様な作用効果を奏するものは、いかなるものであっても本発明の技術的範囲に包含され
る。
【産業上の利用可能性】
【００３８】
　本発明は、地震情報ネットワークシステムを運営・管理する事業者、地震情報ネットワ
ークシステムを構築・建設する土木・建築業・通信機器産業等で実施可能であり、これら
の産業で利用可能である。
【図面の簡単な説明】
【００３９】
【図１】本発明の第１実施例である地震情報ネットワークシステムの全体構成を示す図で
ある。
【図２】本発明の第１実施例である地震情報ネットワークシステムにおける地震計装置と
中央処理装置のさらに詳細な構成を示すブロック図である。
【図３】本発明の第１実施例である地震情報ネットワークシステムにおける地震対策処置
制御装置のさらに詳細な構成を示すブロック図である。
【符号の説明】
【００４０】
　１０　中央処理装置
１０１　地震情報ネットワークシステム
　　Ａ1～Ａn　地震計装置
　　Ｂ1～Ｂm　地震対策処置制御装置
　　ＣＡi　地震計コンピュータ
　　ＣＢk　地震対策処置コンピュータ
　　ＣＣ　中央コンピュータ
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　　Ｍ　多量情報蓄積装置
　　Ｐ　中央処理装置
　　Ｓi　地震センサ
　　Ｔk　地震対策処置装置
　　ＷＡ1～ＷＡn　第１回線
　　ＷＢ1～ＷＢm　第２回線
　　ＷＣk　第３回線

【図１】 【図２】
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【図３】
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